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私たち日本ユニシスグループは、『ITが人と社会にできること』をテーマに、

CSR活動を長年にわたって行ってきました。このたび、CSR報告に対する社会的

要請を受け、また、お客さま満足のさらなる向上を目指し、社内CSR体制の統合化

を図ると同時に、昨年までの「環境報告書」の内容にCSRの要素を加え、拡充・

再編集を行い、本「CSR報告書」を作成しました。

本報告書には、日本ユニシスグループのCSRへの考え方や、2004年度のCSR

活動内容が記載されています。日本ユニシスグループを支えていただく多くの

ステークホルダーのみなさまに対して、私たちのCSRへの取り組みや目標およ

び活動状況をご報告し、コミュニケーションをより強固にしていくことができれ

ばと願っています。今後の活動と本報告書の改善を図っていくためにも、是非

ともみなさまのご意見・ご要望をお聞かせ下さい。

今後は、より読みやすい報告書となるように努めながら、毎年1回定期的に

発行していく予定です。

●対象期間

本報告書は、原則として2004年度（2004年4月～2005年3月）の日本ユ

ニシスグループのCSR活動について記載しています。初めて作成した

CSR報告書であることから、過年度の活動や2005年度に開始した取り

組みについても必要に応じて取り上げています。

●対象範囲

日本ユニシスと日本ユニシスグループ（ユニアデックス、日本ユニシス・ソリ

ューション、日本ユニシス・エクセリューションズ、国際システム、日本ユニシ

ス・ラーニング、日本ユニシス情報システム、日本ユニシス・サプライ、エイタ

ス、トレードビジョン、ユーエックスビジネス、日本ユニシス・ビジネス、日本ユニ

シス・アカウンティング、NULシステムサービス・コーポレーション）を対象とし

て記載してあります。ただし、対象企業全ての事業所の情報を網羅してい

るわけではなく、各社の本社をはじめ主要な事業所を対象としています。

●対象読者

お客さま、株主・投資家、従業員をはじめ、取引先、NPO（非営利組織）、

教育機関など日本ユニシスグループの幅広いステークホルダーの方々

を想定しています。

●次回発行予定年月

次回の報告は2006年7月を予定しています。
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本報告書の作成にあたり、GRIガイドライン2002年版を参照し
ました。下表は、ガイドラインにより規定されている項目と本報告
書の掲載ページを照合したものです。

日本ユニシスグループ「CSR報告書」
GRIガイドライン対照表

1：ビジョンと戦略 P1、P8-9�

2：報告組織の概要 本頁、P2-3、P8-9�

3：統治構造とマネジメントシステム P8-15、P26-27�

4：GRIガイドライン対照表 本頁�

5：パフォーマンス指標�

　■経済性パフォーマンス指標 P2�

　■環境パフォーマンス指標 P24-25、P28-31�

　■社会的パフォーマンス指標 P20-23

・この対照表は、当ガイドラインについて当社の解釈に基づいて�
  作成しています。�
・当ガイドラインは、下記アドレスから入手できます。�
  http://www.globalreporting.org/guidelines/�
  2002/2002Japanese.pdf

報告書に関するお問い合わせ先
日本ユニシス株式会社CSR推進室
〒135-8560 東京都江東区豊洲1-1-1 TEL.03-5546-5757 FAX .03-5546-7819
http://www.unisys.co.jp/csr/ の「CSRお問合せ」をご利用ください。
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ユニシスは貴種性のある会社だと思っている。

弾道計算の必要から開発された世界最初のコンピ

ュータENIACが米陸軍に収められたのが1946年

で、その技術基盤の上に最初の汎用コンピュータ

UNIVAC Iが開発されたのが1950年であった。以

来、今日のユニシスに至る企業活動が世界の情報

技術の進化を支えてきたといっても過言ではない

からである。つまり、情報技術に関わるビジネス・モ

デルの原型を創造してきたのである。

日本では、1955年に三井物産を通じて東京証券

取引所と野村證券に最初のコンピュータが導入

され、1958年に日本レミントン・ユニバック社が

設立されたが、昨今「IT革命」と呼ばれる時代潮流

の担い手として日本ユニシスが継続的に果して

きた役割を忘れることはできない。

ＣＳＲの重要性が叫ばれる此の頃だが、企業が社

会システムの一翼を担う存在である限り、社会貢

献は当然のことであり、本筋として大切なのは本業

としての事業活動を通じて社会に貢献することで

ある。その意味で、日本ユニシスグループが「ITが

人と社会にできること」を掲げて徹底して本来の企

業活動を通じた社会的役割を探求していることは

正しいと思う。

「会社は誰のものか」という問いに、株主価値最

大化を目指す米国流の株主資本主義が勢いを得

がちな傾向の中で、日本ユニシスグループが「顧

客価値創造」を志向して「社会、顧客、株主、従業員

にとり魅力ある企業」を目指そうとしていることは、

当たり前のようでいて意味深い決意だと思う。米

国製のコンピュータという機械を売る会社から、顧

客の抱える課題をITを活用して解決する会社へと

進化しようと積み上げてきた日本ユニシスの思想

が凝縮しているからである。

日本ユニシスグループのCSR活動における理念

と実践は、なすべきことをバランス良く展開してい

ると総括してよい。今後への期待としては、日本ユ

ニシスグループでなければなしえないCSRの個性

を際立たせることを指摘したい。例えば、環境問題

や貧困の克服、世界遺産の保全などという課題に

おいて、優先プロジェクトを選別し、グループのソ

フト・パワーを集中投入すれば、人々の心に残る輪

郭のある貢献ができるはずである。
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